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平成２５年度国土交通省税制改正の概要（主要事項の概要）（抄）

暮らしの安全・安心の確保関連税制

住まいの質の向上と暮らしの安全・安心

①消費税率の引上げに伴う一時の税負担の増加による影響を平準化し、及び緩和する観点か

ら、住宅の取得について、以下の税制措置を講ずる。

あわせて、平成 29 年末まで一貫して、消費税負担増をかなりの程度緩和する給付措置を講

ずることとし、具体的な制度設計は遅くとも今夏までに明らかにすることとする。

平成 30 年以降における住宅にかかる税制のあり方については、以下の措置の実施状況を

踏まえ、平成 30 年度までの税制改正において検討する。

１）住宅ローン減税について、適用期限を平成 29 年末まで延長し、以下のとおり拡充

入居年 控除率 控除期間 最大控除額
住民税からの

控除上限額

平成 26 年

1～3 月
1.0％ 10 年 200 万円（※１） 9.75 万円

平成 26 年 4 月

～平成 29 年 12 月
1.0％ 10 年 400 万円（※２） 13.65 万円

（※１）長期優良住宅、低炭素住宅は、300 万円

（※２）長期優良住宅、低炭素住宅は、500 万円

２）投資型減税について、適用期限を平成 29 年末まで延長し、以下のとおり拡充（併せて、標準

的な掛かり増し費用を見直し）

入居年 対象住宅
控除対象

限度額
控除率 最大控除額

平成 26 年

1～3 月
長期優良住宅 500 万円 10％ 50 万円

平成 26 年 4 月

～平成 29 年 12 月

長期優良住宅

低炭素住宅
650 万円 10％ 65 万円

３）リフォーム減税

・工事費等の 10％を所得税額から控除できる特例措置について、平成 26 年 4 月より最大控

除額を引き上げ（耐震・省エネ：25 万円（現行：20 万円）、バリアフリー：20 万円（現行：15 万

円））、太陽熱利用システム等の省エネ対象設備の追加を行った上で、適用期限を平成 29

年末まで延長

・ローン残高の一定割合を所得税額から控除できる特例措置について、平成 26 年 4 月より

最大控除額を 62.5 万円（現行：60 万円）に引き上げた上で、適用期限を平成 29 年末まで

延長
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②前記に加え、住宅の耐震改修等のリフォームをした場合の特例措置について

・耐震改修が行われた既存住宅に係る固定資産税の特例措置を拡充（要安全確認沿道建築

物（仮称）である住宅について、2 年間 1／2 を減額（現行：1 年間 1／2 を減額））

・バリアフリー及び省エネ改修に係る固定資産税の特例措置（1 年間 1／3 を減額）の 3 年間

延長

③住宅用家屋の所有権の保存登記等に係る登録免許税の特例措置（保存登記：本則 0.4％→

0.15％、移転登記：本則 2％→0.3％ 等）の 2 年間延長

④中古住宅取得に係る住宅ローン減税、登録免許税及び不動産取得税等の特例措置の適用

要件の合理化（既存住宅売買瑕疵保険加入を適用要件に追加等）

⑤サービス付き高齢者向け住宅供給促進税制の延長

・所得税・法人税（平成 25、26 年度は 5 年間 40％、平成 27 年度は 5 年間 20％等の割増償

却）：3 年間延長

・固定資産税（新築後 5 年間 2／3 減額）：2 年間延長

・不動産取得税（課税標準から 1,200 万円控除等（床面積 30 ㎡以上））：2 年間延長



住宅取得については取引価格が高額であること等から、消費税率引上げの前後における駆け込み需要及びその反動等による
影響が大きいことを踏まえ、一時の税負担の増加による影響を平準化し、及び緩和するとともに、良質な住宅ストックの形成を促し
国民の豊かな住生活を確保するという住宅政策の方向性が損なわれないようにする観点から、税制上・財政上の措置を講ずる。

消費税率引上げを踏まえた住宅取得対策①

※※ 下線部分が現行制度（下線部分が現行制度（H25H25）からの変更点）からの変更点

入居年
借入

限度額
控除率

控除
期間

最大
控除額

住民税からの
控除上限額

Ⅰ 税制措置

入居年
借入

限度額
控除率

控除
期間

最大
控除額

住民税からの
控除上限額

【現行】 【改正案】

①住宅ローン減税

・ 適用期限を平成26年1月1日から平成29年末まで44年間延長年間延長

・ 平成26年4月から平成29年末までの措置として、最大控除額を一般住宅は400400万円万円（現行200万円）に、長期優良住宅及び低炭素住宅は
500500万円万円（現行300万円）に拡充するとともに、住民税からの控除上限額を13.6513.65万円万円（現行9.75万円）に拡充

国土交通省住宅局

H25 2,000万円
(*1)

1.0% 10年間 200万円
(*2)

9.75万円

(*1)(*2) 長期優良住宅・低炭素住宅は借入限度額は、3,000万円、最大控除額300万円 (*1)(*2) 長期優良住宅・低炭素住宅は、借入限度額5,0005,000万円万円、最大控除額500500万円万円
(注) H26.1～3はH25の措置を適用

H26.4～
H29.12

4,0004,000万円万円
(*1)

1.0% 10年間 400400万円万円
(*2)

13.6513.65万円万円
(前年課税所得×5%) (前年課税所得×7%7%)

5%
8%

消費税率

26.1.1

住宅ローン減税
（一般住宅）

26.4.1

10%

27.1.1 28.1.1 29.1.1 29.12.31

200万円
400万円

26.1.1 27.1.1 28.1.1 29.1.1 29.12.31

300万円
500万円

26.1.1 27.1.1 28.1.1 29.1.1 29.12.31

27.10.1

住宅ローン減税
（長期優良、低炭素住宅）

制度拡充のイメージ 住民税拡充による負担軽減効果のイメージ

（注） （独）住宅金融支援機構データより
（注） 夫婦＋子2人（16歳未満）の給与所得者世帯を想定

年収 追加控除額

年収400万円
（住宅ローン：約2,700万円）

約約2222万万円円

年収500万円
（住宅ローン：約3,100万円） 約約1313万万円円

年収600万円
（住宅ローン：約3,300万円）

約約44万円万円

住民税からの控除上限額の拡充は、住宅取得者の約5割を占める
年収600万円以下の所得層の負担軽減に効果的
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消費税率引上げを踏まえた住宅取得対策②

(注) H26.1～3はH25の措置を適用

入居年 対象住宅 控除対象限度額
（標準的な掛かり増し費用）

控除率 最大控除額

H24・25 長期優良住宅 500万円 10% 50万円

【現行】 【改正案】

②投資型減税（現金購入者向け）

・ 適用期限を平成26年1月1日から平成29年末まで44年間延長年間延長

・ 平成26年4月から平成29年末までの措置として、対象住宅に低炭素住宅を追加低炭素住宅を追加するとともに、最大控除額を6565万円万円（現行50万円）に拡充

・ 併せて、控除額の算定基礎となる標準的な掛かり増し費用（㎡単価）を引上げ引上げ

※※ 下線部分が現行制度（下線部分が現行制度（H25H25）からの変更点）からの変更点

③リフォーム減税

・ リフォーム需要を喚起する観点から、住宅リフォーム（耐震・省エネ・バリアフリー）を行った場合の減税措置を延長・拡充延長・拡充 ≪後述≫

入居年 対象住宅 控除対象限度額
（標準的な掛かり増し費用）

控除率 最大控除額

H26.4～
H29.12

長期優良住宅
低炭素住宅低炭素住宅

650650万円万円 10% 6565万円万円

国土交通省住宅局

Ⅱ 給付措置

【ポイント】

・ 住宅ローン減税の拡充措置を講じてもなお効果が限定的な所得層に対して実施なお効果が限定的な所得層に対して実施

・ 税制において当面、特例的な措置を行う平成平成2929年末まで一貫して実施年末まで一貫して実施

・ 減税措置とあわせ、住宅取得に係る消費税負担増をかなりの程度緩和かなりの程度緩和

・ できるだけ早期に、遅くとも今夏にはその姿を示す遅くとも今夏にはその姿を示す

※ その他、工事請負契約書及び不動産譲渡契約書に係る印紙税の税率の特例措置について延長・拡充
→ 契約金額が1,000万円超5,000万円以下の場合、印紙税額は1万円に引下げ（現行：1.5万円）

契約締結 引渡し

契約締結 引渡し

旧税率旧税率

新税率新税率

6ヶ月前 税率引上げ

H26.4.1
H27.10.1

18%時：H25.9.30
10%時：H27.3.31

（新税率）（旧税率）

（経過措置適用）（経過措置適用）

◆ 税率引上げに伴う経過措置のイメージ

※ 住宅については、実質的に、H25.10から税率の引上げがスタートする（右図参照）

平成30年以降における住宅にかかる税制のあり方は、上記①～③の措置の実施状況を踏まえ、平成平成3030年度までの税制改正で検討年度までの税制改正で検討

平成30年以降における住宅税制のあり方
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住宅の耐震化を強力に推進するとともに、省エネ・バリアフリー化を進め、住宅ストックの性能の向上、リフォーム市場の拡大を
通じた経済の活性化を図るため、住宅のリフォーム工事（耐震・省エネ・バリアフリー）をした場合の特例措置を延長・拡充する。

住宅の耐震改修等のリフォームをした場合の特例措置の拡充等 （所得税、固定資産税）

結果の概要

⇒ 工事費等の10％を所得税額から控除する措置

居住年 最大控除額

1.耐震
【【44年延長年延長】】

～H26.3 20万円

H26.4～H29.12 2525万円万円

2.省エネ
【【55年延長年延長】】

～H26.3 20万円(30万円)

H26.4～H29.12 2525万円万円(35(35万円万円))

⇒ ローン残高の一定割合を所得税額から控除する措置

居住年
省エネ・ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ工事対象限度額

控除率
最大控除額

（5年間）その他工事対象限度額

～H26.3
200万円 2.0％

60万円
800万円 1.0％

H26.4～H29.12
250250万円万円 2.0％

62.562.5万円万円
750万円 1.0％

所得税（投資型）
所得税（ローン型）

※※ 下線部分が現行制度からの変更点下線部分が現行制度からの変更点

【【
44
年
延
長

年
延
長
】】

国土交通省住宅局

※カッコ内の金額は、太陽光発電を設置する場合

【【55年延長年延長】】 H26.4～H29.12 2525万円万円(35(35万円万円))

3.ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ
【【55年延長年延長】】

～H24.12 15万円

H25.1～H26.3 2020万円万円

H26.4～H29.12 2020万円万円

1+2+3を併用
する場合

～H26.3 40万円(50万円)

H26.4～H29.12 7070万円万円(80(80万円万円))

《以下はいずれもH26.4から適用》

 省エネ改修は、断熱工事に併せて行う高効率空調機・
高効率給湯器・太陽熱利用システムの設置も対象

 控除額算出方法の簡素化（単価により算出）

750 1.0

減額割合 減額期間

耐震 【H27まで】 1/2 1年 (*)

省エネ 【【33年延長年延長:H27:H27までまで】】 1/3 1年

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ 【【33年延長年延長：：H27H27までまで】】 1/3 1年

⇒ 固定資産税の一定割合を減額する措置

(*) 特に重要な避難路として自治体が指定する道路（耐震改修法の改正により
新たに措置）の沿道にある住宅の耐震改修は22年間年間1/21/2減額減額に拡充

 申請手続の運用改善
証明書の発行主体に住宅瑕疵担保責任保険法人を追加、証明手続の合理化（低炭素建築物の認定を受けた場合の証明方法の簡素化等）

 工事費要件の引上げ（30万円→50万円超） ※所得税：H26.4から、固定資産税：H25.4から適用

固定資産税

リフォーム税制全般
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住宅用家屋の所有権の保存登記等に係る特例措置の延長（登録免許税）

結果の概要

住宅取得に係る負担の軽減、良質な住宅ストックの形成・流通の促進を図る本特例措置の適用期限を2年間延長する。

・ 所有権の保存登記 本則0.4% → 軽減税率0.15%
・ 所有権の移転登記 本則2.0% → 軽減税率0.3%
・ 抵当権の設定登記 本則0.4% → 軽減税率0.1%

＜本特例措置の概要＞＜本特例措置の概要＞
○ 本特例措置の適用期限を22年間延長年間延長する（平成27年3月31日まで）

○ 中古住宅取得に係る適用要件を見直し、新たに、既存住宅売買瑕疵保険に既存住宅売買瑕疵保険に
加入している中古住宅を追加加入している中古住宅を追加する（下記③を追加し、 ①、②又は③のいずれか
を満たせばよいこととする）≪後出≫

① 築年数要件（木造：20年、耐火：25年）
② 耐震基準に適合していることの証明

【
現

行
】

【
改
正
案
】

① 同左
② 同左
③ 既存住宅売買瑕疵保険に加入していること

国土交通省住宅局

施策の背景

【住宅ローン返済勤労者世帯における収入に
対する返済支出額割合の推移】

＜移転登記に係る税負担＞

本則：12万円 → 特例：1.8万円
（約10万円の軽減）

※1,000万円の中古住宅を購入した場合

＜保存登記に係る税負担＞
※2,500万円の新築住宅を購入した場合

本特例による負担軽減額

＜抵当権設定登記に係る税負担＞

本則：4万円 → 特例：1.5万円
（2.5万円の軽減）

本則：6万円 → 特例：1.5万円
（4.5万円の軽減）

※1,500万円の借入をした場合

住宅取得者の所得環境の悪化 住宅ローン返済負担の増加

（出典）総務省「家計調査」（出典）国税庁「民間給与実態統計調査」

【30歳代男性の平均年収推移】

513

434

589

498

400

440

480

520

560

600

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

万円

35～39歳

30～34歳
16.7

20.8

15.0

16.0

17.0

18.0

19.0

20.0

21.0

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

%
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消費者のニーズに応じた住宅を選択できる環境を整備する観点から、中古住宅取得に係る税制特例の適用要件として、新たに
「既存住宅売買瑕疵保険」への加入を位置づけ、中古住宅の流通促進、住宅ストックの循環利用を図る。

中古住宅取得に係る税制特例の適用要件の合理化 （所得税・個人住民税、贈与税、登録免許税、不動産取得税）

結果の概要

中古住宅の取得を対象とする税制特例措置の適用要件に関し、新たに、既存住宅売買瑕疵保険に加入している中古住宅を追加既存住宅売買瑕疵保険に加入している中古住宅を追加する（下記③を追加し、
①、②又は③のいずれかを満たせばよいこととする。）。

【対象となる税制特例措置】

(1) 住宅ローン減税 (2) 特定の居住用財産の買換え及び交換の場合の長期譲渡所得の課税の特例措置

(3) 住宅取得等資金に係る贈与税の非課税措置等 (4) 住宅用家屋の所有権の移転登記等に係る特例措置≪再掲≫

【
現

行
】

① 築年数要件（木造：20年、耐火：25年）
② 耐震基準に適合していることの証明

① 同左
② 同左
③ 既存住宅売買瑕疵保険に加入していること

【
改
正
案
】（※） 不動産取得税の特例措置は、上記①・②の他に「S57以後に新築されたもの」でも適用可

国土交通省住宅局

1391

1793

2109

2559

3106

3545
3861

4201

4588

5025

5389

5759

1865
2182

2532

2965

3284
3520

3781

4116
4436

4726

4997

0.96 0.97

1.01

1.05

1.08

1.10
1.11 1.11

1.13
1.14

1.15

0.85

0.90

0.95

1.00

1.05

1.10

1.15

1.20

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

1948年 1958年 1963年 1968年 1973年 1978年 1983年 1988年 1993年 1998年 2003年 2008年

住宅数 世帯数 １世帯あたり住宅数

住宅ストック数は総世帯数に対し、約15％多い(H20)

（出典）総務省「平成20年住宅・土地統計調査」等（出典）総務省「平成20年住宅・土地統計調査」

施策の背景

既存住宅の流通シェアは約13.5％（H20）であり、欧米諸国の1/6程度の
低水準

住宅ストックの量的充足 既存住宅流通の現状

住宅ストック数

世帯数

(3) 住宅取得等資金に係る贈与税の非課税措置等 (4) 住宅用家屋の所有権の移転登記等に係る特例措置≪再掲≫
(5) 既存住宅に係る不動産取得税の課税標準の特例措置
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高齢者の暮らしに適した良好な住宅ストックが不足していることから、高齢者人口に対する高齢者向けの住まいの割合を高める
ため、サービス付き高齢者向け住宅の供給を促進する本特例措置の適用期限を延長する。

結果の概要

サービス付き高齢者向け住宅供給促進税制の延長 （所得税・法人税・固定資産税・不動産取得税）

 所得税・法人税： 5年間 2.8割増償却
（耐用年数35年以上：4.0割増償却）

適用期限の3年間延長（平成28年3月31日まで）
（ただし、3年目の割増償却率は半分）

 固定資産税 ： 5年間 税額を2/3減額

 不動産取得税 ：
・家屋 課税標準から1,200万円控除/ 戸（床面積30㎡以上）
・土地 家屋の床面積の2倍に当たる面積相当分の軽減

適用期限の2年間延長（平成27年3月31日まで）

国土交通省住宅局

施策の背景

387

466

562

631

465

534

599

614

503

569

642

654

3,552

3,461

3,257

3,145

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

2005(H17)

2010(H22)

2015(H27)

2020(H32)

高齢者単身世帯 高齢者夫婦世帯
高齢者がいるその他世帯 その他の世帯

（万世帯）

1,245万世帯（H32） 1,000万世帯（H22）

3.5％ 0.9％ 4.4 %日本(2005)

2.5% 8.1％ 10.7 %

3.7％ 8.0％ 11.7 %英国(2001)

4.0％ 2.2%米国(2000) 6.2 %

施設系 住宅系

デンマーク(2006)

高齢者単身・夫婦世帯数の増加

全高齢者に対する介護施設・高齢者住宅等の割合は諸外国より低い

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

合計合計
4242万人万人

52,914

78,657
110,372

99,806

78,719
５万人 10万人

特別養護老人ホーム申込者数（ 要介護度の低い者も申し込み）
○ 高齢者が安心して暮らせる住宅ストック は諸外国と比較し

不足しており、要介護度の低い高齢者も特養申込者となって
いる状況

○ このため、在宅介護の場 となるサービス付き高齢者向け
住宅の整備を引き続き支援していくことが必要
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主要事項以外の項目

○住宅のリフォーム促進税制に係る申請手続の運用改善等（所得税、個人住民税、固定資産

税）

○住宅のリフォーム促進税制に係る対象工事要件の見直し（所得税、固定資産税）

○防災街区整備事業の施行に伴う一定の新築の施設建築物に係る特例措置の延長（固定資

産税）

○バリアフリー法に基づく認定特定建築物に係る割増償却制度の廃止


